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少子化は 、高齢化とともに、現代社会の 事象の ひ

とつとして、さまざまな議論が 行わ れ て い る。わ が 国

の 合計特殊出生率1は 1970年代後半から下降傾向に

あり、すでに 人口を維持す る の に 必要な水準（人口

置換水準）である 2.08人を大幅に 割り込み、97年の

合計特殊出生率（全国平均）は 1.39人となってい る。

なかでも 大都市圏の 少子化は 著しく、夫婦が 多く

の 子どもを持たな い 理由として、保育環境が 整って

い な いことや 経済的な問題と並び 、狭くて高い 家賃と

いう大都市特有の「住環境」が 必ず 挙げられ る。

わ が 国の 住宅建設の 状況は 、 68年以降、住宅総

数が 総世帯数を上回ったことから、「量から質の 時

代」を迎えたと言わ れ る。高齢化に 対応した住宅に

つ い て は 、以前から議論され 、さまざまな選択肢が

増え てきて い る。しかし現在の ような少子社会に お い

て、子どもを豊か に 産み育てられ る 住宅や 地域環境

の ある べ き姿に つ い ては 、これ まで抜本的な議論が

行わ れ て い な い。

子どもを持つ か 否か は 個人に 委ねられ る 選択で、

国や 自治体が 過度に 関与す べ きでは ない。しかし、

子どもを産み育てた い 人が 躊躇す る 原因が、個人生

活の 基盤で ある 住宅に あ るとす れ ば 、そ れ を取り除

い て いく必要が ある。

本 稿で は 、大都市圏に 居住す る 子育て 世代の 住

宅の 実態、子育て 世代が 求め る 住宅・地域環境ニー

ズ を明らか に す る。

既存調査の なかで、少子化と住宅との 関連性は ど

の ように 捉えられ て い る の だ ろうか。

98年度『厚生白書』は「少子社会を考える」をテー

マに 取り上げ て い る。その 中で、妻が 理想の 子ども

数を持とうとしない 理由 2として、第１位と第 2位に は 子

育て の 経済的負担が、第3位に 年齢的な理由がそ れ

ぞ れ 3割強の 割合となってい る。住宅関連の 理由とし

て 第4位に「家が 狭い」（ 1割強）が挙げられ て い る。

また、東京都が 行った「若い 世代の 東京の 居住に

関す る 意識調査」（98年）では 、少子化に 影響を与え

る 住宅事情の 要因として、回答者の 8割以上が「住居

費負担が 高く、子どもを育て る 経済的余裕がな い」、

7割弱の 人が「子どもの 成長に 応じた広さや 部屋が 確

保できない」を挙げ て い る 3。

さらに 横浜市が 行った「少子社会の 意識と行動」

（97年）でも、理想の 人数の 子どもが い な い 理由とし

て、「家計に ゆ とりがほ しかったから」（ 34.1%）、「教育

費が か か る から」（29.4%）に次い で「住宅が 狭かった

から」（28.9%）が 第3位となってい る 4。
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東京都区部では 、とりわ けバブル期の 高地価、高

い 住宅費負担を背景に、人口減少や 子どもを持つ

世帯の 郊外部へ の 流出を懸念し、子育て 中の ファミ

リー向け の 区民住宅を建設したり、区財源で 家賃補

助を実施してきて い る。ここでは、ファミリー層を念頭

に お い た 住宅政策がどの ようになって い る か に つ い

て 見てみよう。

これ ら施策は 、主に 資金援助型と住宅供給型の2

つ に 分けられ る。資金援助型は、ファミリー層または

新婚世帯向け に、現在の 住宅に 関す る 家賃や 住み

替えを支援す る た め の 助成を行うもの で ある。住宅

供給型は 、ファミリー層向け に 区立住宅や 借り上げ

型区民住宅の 供給を行うもの である。中央区、品川

区では、供給対象者をファミリー層に 限定して お らず、

一般的な住宅供給の 中でファミリー層の 倍率優遇を

行って い る。

これ らの 住宅政策の 主目的は、い ず れ も 人口の 定

住化（区外へ の 人口流出の 防止）であり、対象となる

層は 、 区内の 民間賃貸住宅に 居住して い る 者お よび

区内に 親（配偶者の 親を含む ）が 居住す る 者という制

限が 付随して い る。また、資金援助に つ い て は 、世

帯収入の 上限が あり、給付期間も 4～10年以内となっ

て い る。最近では 区の 財政状況も 厳しい た め 、区財

源による 家賃補助を見直し、国の 制度で 民間を活用

した特定優良賃貸住宅（特優賃）の 供給に 重点を移

しつ つ ある が、都区部の 特優賃は 、 97年度末でまだ

15,000戸に す ぎない。

これ らの 住宅施策をみる 限りでは、対象となる 層が

限定され て い ること、さらに 住宅単体で の 供給に 終

始して お り、住宅の 周辺環境整備なども 含め て、子

育て 世代に ふ さわ しい 住宅の 質を問う段階に は い

たっていない。

子どもを持つ 世帯に 対す る、諸外国の 住宅施策は

どうなってい る の であろ うか。

米国では、連邦政府によって、民間住宅の 販売や

賃貸など不動産取引に お い て、人種、肌の 色、出身

国、宗教を理由にして差別を禁止す る ”Fair Housing

Laws”（公正住宅取引法）が定め られ て い る。法律の

中では、公共住宅や 連邦政府が 補助金を出して い る

民間住宅で、子どもの い る 世帯の 入居を拒否しては

ならないことが定め られ て い る。

福祉先進国と言わ れ て い るス ウ ェーデンでは、比

較的所得の 低い 層や 片親（父子・母子）の 世帯に 対

して公的賃貸住宅の 提供が 行わ れ て い る。また、子

どもの い る 世帯と退職者向け に 住宅手当制度が 用意

され て お り、住宅の 種類 や 保有形態に か か わ らず、

子どもの い る 世帯の 約 25％が 手当てを受け て い る。

近 隣住区レベルで 住宅を計画す る 際に は 、民族、経

済階層、年齢面での 差別・分離が 行わ れ ず さまざま

な人々 が 地域社会で 融合して いくように 配慮され て

い る。

スウェ ーデンでは、この ような住宅政策だけでは な

く、 93年に「家族政策プログラム」を発表し、地域社会

で保育サ ービス の 充実を図る べ く、保育サ ービス に

関す るコミューン（基礎自治体）の 義務強化を定め る

などして、住宅政策と保育政策の 融合を図って い る。

ここでは 昨年、横浜市で 実施した「すこや かな子ど

もを育てる 住宅お よび 地域環境に 関す るアンケ ート」

調査結果5から、大都市圏に 住む 子育て 世代の 住宅

実態や 住環境ニーズ を明らか に す る。今回の 調査対

象の 平均年齢は 男性37.7歳、女性 37.3歳で、子ども

の い る 比率は 全体の 65.0％、 1世帯あたりの 平均子ど

も数は 1.9人で、横浜市内で の 平均居住年は 8.0年で

あった。

３．東京都区部を中心とした住宅施 策 ４．諸外国（アメリカ、ス ウ ェーデン）の 住宅施 策

５．子育て 世代の 住宅を巡る 状況
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横浜市の 初婚年齢（96年調べ ）は 、夫 29.2歳、妻

27.0歳で あり、今回の 調査対象者は 、結婚後、横浜

に 居住し、夫婦と子ども世帯を形成して い る 層と考え

られ る。

(1)狭小な 住宅、集合住宅居住が 多い 横浜 市

今回の 調査結果では 、横浜市の 住宅の 平均床面

積は 76.3㎡ で、全体の 約 5割が 80㎡ 未満の 3K～

3LDKの 間取りを中心とした狭小な住宅に 居住して

い る。

第７期住宅建設五箇年計画に お け る 都市居住

型の 誘導居住水準6は 世帯人 員が 4 人 家族の 場

合、 91 ㎡ （27.5 坪）で、横浜市住宅基本 計画に お

い て も、横浜型住宅規模目標（賃貸共同住宅：世

帯人員3 人で 55 ㎡、 4 人で 65 ㎡、分譲共同住

宅：3人で 75 ㎡、 4人で 91 ㎡ ）を定め て い る が、こ

れ らの 水準を下回る 住宅規模が 非常に 多い。

住宅の 種類と所有関係に 着目す ると、最も多い の

は「持ち家一戸建て」（ 34.8％）であり、一戸建て 比率

（持ち家、民間借家の 合計）は 37.8％、共同住宅（分

譲マンション、民間・公的賃貸集合住宅、社宅・官舎、

間取り・下宿・寮の 合計）比率は 48.9％となって い る。

これ を住宅統計調査（93年）による 全国の 割合と比較

す ると、一戸建て：共同住宅＝ 59.2：40.3となってお り、

横浜 市は 都市型の 高密度居住が 多いことが 明らか

である。

調査で は 、住宅まわ りでの 子どもを巡る 不愉快な

経験の 有無に つ い て も 聞い て い る が、「公共的な場

所で の 子どもの しつ けが 悪い 」、「近所の 子どもの 声

や 室内音がうるさい」、「近隣から子どもの 声や 室内

音がうるさいとい わ れ た」とい った経験は 、共同住宅

居住者に 顕著で ある。同時に実施した子育てグ ルー

プインタ ビューでも、こうした狭く高密度な居住環境

に お ける 子育て 困難の 状況が 明らか になってい る。

具体的な 意見としては 、子どもの たてる 室内音に

対して階下の 住民から苦情が 来る、ピロティなど公共

空間で 子どもを遊ば せ ると汚損によって住宅の 資産

価値が 低下す る、休日に は 騒音の 問題か ら、マン

ションの 前庭で 子ども が 遊ぶ 時間を制限され て い る

といった内容が 得られ て い る 。

  

(2)子ども 数の 理想と現実

住宅は 子ども の 数にどの ように 影響す る の だ ろ う

か。理想の 子ども数を住宅形態別にみると（図表 -1）、

最も 少な い の が「民間賃貸住宅」 2.28人、最も 多い の

が「社宅・官舎」 2.48人で あり、理想とす る 子どもの 数

は 住宅形態に か か わ らず2.3～2.5人となってい る。

一方、現実の 子ども の 数は 、「持ち家一戸建て」

（2.05人）が 最も 多く、「民間賃貸住宅」（ 1.49人）が 最

も少なくなってお り、理想と現実の 子ども 数の 乖離は 、

民間賃貸住宅が 最も 大きくなってい る。住宅の 間取り

別に 見て も、 4LDK、５ LDKといった大きな間取りの

方が 理想の 子ども 数が 多い。この ように、住宅規模と

子どもの 数に は 相関関係が あり、子どもの 数が 多くな

ると、現在の 住宅規模や 求め られ る 住宅の 規模も 大

きくなり、住宅が 広い ほ ど理想の 子ども 数も 増えて い

図 表－１：住宅形態別に みた 子ども 数の 理想と現実

全体 持ち 家

一戸建て

分譲ﾏﾝｼｮﾝ 民間賃貸住

宅

公的 賃貸住

宅

社宅・官舎

理想の

子ども 数（人）

2.38 2.43 2.35 2.28 2.30 2.48

現実の

子ども 数（人）

1.88 2.05 1.86 1.49 1.86 1.81

理想と現実の

乖離（人）

0.50 0.38 0.49 0.79 0.44 0.67
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くことが明らか になった。

こうした状況に つ い て、もう少し詳細に 見てみよう。

(3)子ども 数に 影響あ た え る 住宅の 要因

子ども の 数に 影響を与える 住宅の 要因として、住

宅の 費用、面積、質などが 考えられ る。図表 -2は 住

宅形態別に 居住者像、住宅費用、住宅の 評価を整

理したもの である。

住宅費用など経済的負担は 、家計や 生活水準に

直接的な 影響をもたらす。横浜の ような大都市部で

は、地方に 比して 住宅費が 高く、住宅・住環境の 質

や 利便性など、一定水準の 住宅を確保す るた め に は

相当の 住宅費負担を強いられ ることが多い。

全体では 住宅費用（月額）は 平均103,151円で、世

帯年収に 占め る 住宅費割合は19.5％となって い る。

「家計調査」（総務庁  97年）によると、全国の サ ラリー

マン世帯の 住居費負担7は 53,761円で あり、税込み

実収入に 占め る 割合は9.0％と、本調査結果は 全国

の 約2倍の 水準になって い る 。

横浜市での 調査結果を住宅形態別にみると、最も

低い「社宅・官舎」（ 22,051円）と最も 高い「分譲マン

ション」（ 140,358円）では、約 12万円という大きな差が

生じ、世帯年収に 占 め る 割合は 「民間賃貸住宅」

（24.4％）が 最高である。

住宅面積に つ い てみると、最も狭い「民間賃貸住

宅」（53.1㎡ ）は 最も 広い「持ち 家一戸建て」（ 102.3

図 表－２：住宅形態別に みた 居住者像と子ども 数

全体 持ち 家

一戸建て

分譲ﾏﾝｼｮﾝ 民間賃貸

住宅

公的 賃貸

住宅

社宅・官舎

回答者年齢
（歳）

37.5 40.2 38.5 33.7 35.1 35.0

末子の 年齢
（歳）

8.6 11.3 8.3 4.4 7.5 5.5

共働き 率（%） 41.8 45.7 41.1 42.4 42.4 29.3
住宅費用

（円／1ヶ月当り）

103,151 36,480 140,358 105,758 77,436 22,051

年収に 占 め る

住宅費用

負担率（％）

19.5 7.2 22.9 24.4 19.7 4.5

住宅面積（㎡ ） 76.3 102.3 59.5 53.1 56.3 57.1
平均居住年（年） 8.0 12.2 6.8 4.1 6.8 5.1

住宅の

総合評 価（点）

3.3 3.6 3.4 3.0 3.1 3.0

① 立地環境 3.7 3.8 3.7 3.6 3.6 3.5
② 育児 3.2 3.3 3.2 2.0 3.1 3.0
③ 経済 3.1 3.8 3.5 1.9 2.4 2.4
④ 広さ 3.0 3.4 3.0 2.6 3.0 2.6
⑤ 構造 3.2 3.4 3.3 3.0 3.1 2.8
⑥ 性能 3.2 3.5 3.3 2.8 2.9 2.7

（注）

１.住宅費用は 家賃、ローン、管理費、共益費、修繕積立金など住宅に 関す る 月額費用全てとす る。

2.住宅の評価は、立地環境（9項目）、育児（4項目）、経済面（3項目）、広さ（2項目）、構造（4

項目）、性能（8項目）、に評価軸を分類し、5段階評価で（+5点～+1点）を与え、各評価軸ごとの

平均点を算出している。
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㎡ ）の 約半分の 面積で、面積に 比較して、民間賃貸

住宅の 住宅費負担が 高い。

特に、住宅面積が 60㎡ 未満の 割合は 、持ち家一

戸建てでは わ ず か１割に 過ぎない が、公的お よび 民

間の 賃貸集合住宅、社宅・官舎では 半数を超えて い

る。

こうした共同住宅の 面積が 起因し、末子の 年齢 6

～10歳の 54.6％、 11～15歳の 20.9％が 母親もしくは

両親と同室就寝という状況も 見られ 、子供や 夫婦の

個室が 確保できず、プライバシ ーが 保てな いという

問題も 生じてきて い る。子ども の 専用個室の 確保に

つ い ても、持ち家（一戸建て 、分譲マンション）では 5

～6割が 確保できて い る の に 対し、賃貸住宅では 2割

程度にとどまってい る。

この ような点から住宅の 立地環境、育児、経済、広

さ、構造、性能 8といった評価軸で 構成され る 総合評

価に 着目す ると、持ち家（一戸建て、分譲マンション）

に 比べ て、借家（民間賃貸住宅、公的賃貸住宅、社

宅・官舎）の 評価が 低い。

  末子の 年齢、回答者の 年齢が 低い ほ ど、狭小な賃

貸住宅に 住んで い る 比率が 多く、とりわ け 若い 子育

て層の 住宅事情が 厳しいことが明らか になった。

持ち 家一戸建て の 約半分の 面積しか 持ち 得て

い な い 共同住宅に お け る 面積拡大や 住宅の 質の

向上をどう図って いくか が 優先課題で ある。

(4)住宅まわ り の 人 間関係

最近の ように 核家族化や 地域コミュニティの 変容

が 進 む 中では、かつ ての ように 三世代同居や 地域で

子どもを見守る 機能が 失わ れ つ つ ある。家庭内や 地

域で 子育て に つ い て 相談す る 人 や 愚痴をこぼ す 人

も い な いまま、子どもと二人でマンションの 部屋で 向

き合う母親、つまり密室保育が 問題になって い る。一

般的に は、子どもの 年齢が 低い ほ ど家庭内で 保育者

（母親）が 孤立しや す い、児童虐待なども 潜在化す る

と言わ れ て い る。こうした問題を個人的問題としてで

は なく、社会問題として捉え、家族以外の 関わ りや 子

育て の 社会化をどう実現していくか が 課題である。

近 所づ きあい を見ると、子育てを通じて、人間関係

が 広がったとす る 割合は 全体の 78.4％で あり、その

ほとんどが 同じ年齢層の 子どもを持つ 人（ 94.9％）で、

地域の 多世代の 子育て 経験者（28.3％）、保育・教育

関係者（19.3％）といった関わ りは 相対的に 低くなっ

て い る。どの ようなつきあい をしてい る かといったつき

あ い の 内容（図表-3）をみると、「あいさつ をす る」程

度の 家は 数軒以上ある もの の、「相談や 頼まれ ごとを

す る」、「子どもを預かったり預けたりす る」つきあい は

概して 少なく、住宅形態によっても 差が 生じて お り、

総じて 民間の 賃貸集合住宅は つ きあ い が 希薄で あ

る。近所づきあ い は 居住年数が 長い ほ ど、また末子

が 学齢期（6～10歳）にさしか かった段階で 増え て い

く傾向に あり、民間賃貸住宅の つきあい の 希薄さは、

居住年数の 短さや 末子の 年齢に 起因す ると考えられ

る。
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(5)子育て 世代が 望 む 住宅と地域環境

  これ まで住宅形態による 住宅事情、人間関係の 差

に つ い て 見てきた。そ れ では 子育て 世代は 住宅条

件に つ い てどの ような点を重視して い る の だ ろ う。図

表-4は 、前述の 住宅の 立地環境、育児、経済、広さ、

構造、性能といった評価軸に 分類され る 30項目の 中

で、重視す る ポイントの 高い 20項目を選び 、末子の

年齢別（0～15歳までに 限定）に 重視度をみたもの で

ある。

図 表-３：住宅の 種類 別に みたつ きあ い の 程度

全  

体

持
ち
家
一
戸
建
て

（
借
地
含
む
）

分
譲
集
合
住
宅

（
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン

民
間
の
賃
貸

集
合
住
宅

公
的
な
賃
貸

集
合
住
宅

社
宅
・
官
舎

1,019 389 235 152 70 100

2.71
2.73

2.78

2.54

2.66

2.81

2.19
2.15

2.24

2.01

2.30

2.41

1.66

1.71

1.58

1.91

1.98

1.90

1.76

1.84

2.16

1.67

1.58

1.72

1.58

1.69

2.00

1.49

1.43

1.56

1.50

1.57
1.53

1.56

1.78

1.43

1.36

1.47

1.37

1.51

1.66

1.50

1.50

1.93

1.50

1.39

1.43

1.50

1.2

1.4

1.6

1.8

2

2.2

2.4

2.6

2.8

3

あ い さつ をす る 立ち話をす る

荷物を預か ったり預け たりす る お みや げ などをあ げ る ・も らう

家に あ が って 話をしたりす る 一緒に 外出(買物など)す る

相談や 頼まれ ごとをす る 子ども を預か ったり預け たりす る
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     図 表－４：末子の 年齢別　住宅に 関す る 重視度

       

立地環境 育児 経済

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

末子の 年齢 通
勤
に
便
利

自
然
環
境
に
近
い

保
健
・
医
療
施
設
の
充
実

買
物
に
便
利

風
紀
な
ど
の
社
会
環
境
が
良
い

大
道
路
に
隣
接
し
て
い
な
い

保
育
園
、
幼
稚
園
へ
の
利
便
性

同
じ
年
代
の
家
族
が
多
い

親
と
の
距
離
が
近
い

持
家
で
あ
る

住
宅
費
負
担
が
低
い

4.33 4.06 4.12 4.30 4.26 4.01 3.75 3.23 3.31 3.98 4.37

０～５歳 4.28 4.14 4.11 4.35 4.21 4.05 4.10 3.46 3.40 3.79 4.42

６～１０歳 4.40 4.07 4.20 4.30 4.34 4.03 3.63 3.14 3.46 4.07 4.35

１１～１５歳 4.25 3.96 4.01 4.13 4.32 4.03 3.35 3.07 3.16 4.08 4.35

１６～２０歳 4.44 3.91 4.17 4.42 4.26 3.84 3.42 2.91 3.10 4.25 4.31

広さ 構造 性能

１２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

末子の 年齢 住
居
面
積
や
部
屋
数
が
大
き
い

収
納
ス
ペ
ー
ス
の
面
積
が
大
き
い

耐
震
、
耐
火
性
に
優
れ
て
い
る

住
居
の
独
立
性
が
あ
る

日
当
り
、
通
風
が
良
い

遮
音
性
や
断
熱
性
に
優
れ
て
い
る

建
築
部
材
が
健
康
上
安
全
な
も
の

駐
車
、
駐
輪
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

専
用
庭
や
バ
ル
コ
ニ
ー
が
あ
る

4.09 4.40 4.44 4.11 4.73 4.38 4.47 4.54 4.09

０～５歳 4.16 4.46 4.40 4.01 4.76 4.38 4.43 4.61 4.04

６～１０歳 4.09 4.40 4.49 4.23 4.71 4.34 4.53 4.49 4.19

１１～１５歳 4.12 4.29 4.46 4.16 4.71 4.36 4.48 4.50 4.16

１６～２０歳 3.94 4.44 4.52 4.21 4.70 4.47 4.52 4.46 4.05

（注）斜体に つ い ては 、各条件の 中（縦の 列）で最も 高い ポイントを示してい る 欄で ある。
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(調査数：1,582件）

5.8

1.5

3.0

1.2

0.8

0.1

0.4

1.5

6.8

3.4

1.3

2.2

2.1

8.7

12.3

8.4

13.1

1.6

4.3

15.9

5.6

(12.6%)

(10.0%)

(4.3%)

(6.4%)

(14.2%)

(8.3%)

(18.2%)

(16.3%)

(18.6%)

(18.2%)

(19.8%)

(21.0%)

(48.0%)

(33.0%)

(22.1%)

(25.7%)

(35.8%)

(39.4%)

(44.1%)

(48.9%)

(35.2%)

0% 20% 40% 60%

優先順位１ 優先順位２～ ５

8. 育児手当の 充 実

7. 家賃補助など 住宅に 関す る 経済的 支援

6. 図 書館、児童館、ｽﾎ゚ー ﾂ施 設な ど 子ども が 利用す る 施 設の 充足

5. 公園や 住宅周辺の 自然環境を整備をして い ほ しい

4. 子育て が しや す い 住宅の 情報提供をしてほ しい

3. 公共住宅などに 入居しや す い 仕組みをつくってほ しい

2. 子育て 世代が 無理なく取得で きる 低廉な 分譲住宅の 整備

1. 子育て 世代が 住め る 質の 良い 賃貸住宅の 整備をしてほ しい

9. 在宅でできる 仕事の 斡旋

10.住宅の 近くで 仕事に つ け る 職場

11.再就職の 斡旋や 再就職の た め の トレーニング

12.勤務時間短縮の 奨励など、企業へ の 働き か け

13.保育所に 入り や すく

14.保育園の 保育時間を長く

15.保育園の 受入年齢の 引き 下げ

16.保育ママの 増設

17.ファミリーサ ポートセ ンタ ーの 設立

18.学童保育の 増設、充実

19.緊急 時、病時保育に 対応できる 一時預か り 制度の 充実

20.子育て 相談や 乳幼児の 親が コ ミュニケ ーシ ョン施 設の 設立

無回答

保育環境

経済支援

就労

住宅

地域環境

＊（ ）内の 数字は 優先順位１～５の ％を足したも の

図 表－５：行政が 充実す べ き住宅施策や そ の 他の 施策
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　 20項目の 条件の うち、末子の 年齢が い ず れ の 場合

でも、「日当り、通風が 良い」が 第１位になって い る。

末子の 年齢別で、第 2位に 位置づ けられ る 条件では、

0～5歳が「収納ス ペース の 面積」、 6～10歳まで が

「建築部材が 健康上、安全なもの」、 11～15歳までが

「駐輪・駐車ス ペース の 確保」である。民間賃貸住宅

の 居住者が 多いと考えられ る 末子年齢0～5歳の 特

徴として、住宅の 広さ、大きな道路に 面して いな いこ

と、同じ年代の 家族が 多い、住宅費負担が 低いと

いった点が 重視され て い る。住宅供給の 際に は 、こう

した子どもの 年齢段階ごとの ニーズ をき め 細かく見て

いく必要が あ ろ う。

さらに、子ども が すこや か に 育つ た め に は 、住宅

単体だ けでは なく、保育施設や 公園といった周辺環

境整備、両性ともに 子育て に か か わ れ る 就労の 仕組

みや 共に 子どもを育てるとい った地域社会風土の 醸

成など、ハード、ソフトを充実させ て いく必要が ある。

こうした点に つ い て、子育て層が 望 む 施 策は 何か、

行政施策に 対す る 希望をみてみよう（図表-5）。優先

順位１位に 上げられ た割合が 最も 多い の は 9、「 2．子

育て 世代が 無理なく取得できる 低廉な分譲住宅の 整

備」（15.9％）、次いで「 5．公園や 住宅周辺の 自然環

境を整備」（13.1％）である。優先順位 1～5位までを

総合す ると、「 5．公園や 住宅周辺の 自然環境を整

備」(48.9%)、「 6．図書館、児童館、ス ポーツ施設など

子ども が 利用す る 施設の 充足」(44.1%)の 割合が 多く

なってい る。

これ らの 施策に 対す る 要望を行った 回答者属性

に つ い てみると、年収が 低い ほ ど経済支援や 就労支

援を、末子の 年齢が 学齢期以上になると、住宅や 住

環境整備に 関す る 施策を、さらに末子の 年齢が 低い

人 や 、妻が フルタイム勤務の 家庭は 、保育環境の 充

実を望んで い る。

今回の 調査の 目的は 、主に 大都市圏に 住む 子育

て 層の 住宅事情を明らか に す ることであった。調査

では、横浜市民へ の アンケ ートを通じて、住宅の 面

積、費用、評価などの 定量的データ が 得られ ただけ

では なく、子育て 世代の グ ループ・インタ ビュー 10等

を通じて、自然環境が 喪失す るなかでの 子どもの 外

遊び の 減少、人口急増してい る 地域での 厳しい 保育

事情、子ども関連施設の 運用面、都市居住に お け る

希薄な人間関係など、多様な課題に 対す る 数多くの

興味深い 意見が 得られ た。

地方にくらべ 、住宅事情の 厳しい 大都市圏では 、

生活・福祉の 安心基盤として、子育て層も 住め る 質の

良い 住宅を供給し、ライフステージ に あった住み替

えの 支援をしていくことが緊急課題で ある。

しかし、真に 子どもを育て や す い 社会をつくるた め

に は 、住宅だけでは 解決できず、遊び 場や 自然環境

の 整備、職住近接の 実現、保育施設をは じめ とす る

子ども に 関す る 施設整備と柔軟な運用といった住ま

いまわ りの 課題も 多い。こうした課題に 対して、市民、

ＮＰＯ，行政といった多様な観点からの 議論と組織的

な連携が 望まれ る。

                            
1 15～49歳までの 女子の 年齢別出生率を合計したも
の で、 1人の 女性が 仮にその 年次の 年齢別出生率で
一生の 間に 子どもを産む とした場合の 平均子ども数
2 「第 11回出生動向基本調査」（国立社会保障・人口
問題研究所 97年）による
3 98年3月実施、都内に 居住す る25～39歳までの 男
女4､000名を対象としてい る。
4 97年1月実施、横浜市在住の20～69歳の 男女3,000人
を対象としてい る。
5 横浜市建築局からの 委託により、横浜市に 住む25～
50歳の 男女5,000名を対象とし、ニッセイ基礎研究所が
調査、分析を行った。有効回答数 1,582件、回収率は
31.6%で あった。
6 第７期住宅建設五箇年計画では す べ ての 世帯が 確
保す べ き水準で ある 最低居住水準は 50㎡ （15.1坪）、都
市居住型誘導居住水準は 、都市の 中心お よび その 周

辺に お け る 共同住宅居住を想定したもの 。都市の 郊外

お よび 都市部以外の 一般地域に お け る 一戸建て 住宅

６．お わ り に
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居住を想定した一般型誘導居住水準は 123㎡ （32.7坪）
である。
7 住宅費用負担は ローン返済額、家賃・地代・修繕費な
どの 合計額。実収入は 勤め 先収入、経常収入、特別収

入などの 税込み収入。
8 評価軸の 詳細は 後述の 図表－４を参照され た い。
9 優先順位を付け、5つまでの 複数回答とした。
10 末子の年齢に配慮しつつ、有職・専業主婦グルー
プ、保育園、幼稚園に子どもを通わせている母親、
父親のグループ、多世代による地域の子育てサーク
ルのメンバーなど９グループについて実施した。

                                          

・ 本レポート記載のデータは各種の情報源から入手、加工したも
のですがその正確性と完全性を保障するものではありません。
・ 本レポート内容について、将来見解を変更することもありえま
す。
・ 本レポートは情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、契
約の締結や解約を勧誘するものではありません。なお、ニッセ
イ基礎研究所に対する書面による同意なしに本レポートを複
写、引用、配布することを禁じます。
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